
 

 

松戸市発注工事の入札における工事費内訳書取扱要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、松戸市が発注する工事の入札において、入札参加者から提出された工事費

内訳書（以下「内訳書」という。）の取扱いに関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（内訳書の要件） 

第２条 内訳書は、原則として、第２号様式によるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が必要と認める工事の入札においては、第１号様式を用いる

ことができるものとする。 

３ 内訳書は、次の各号に定める事項を備えていることを要する。ただし、これによりがたい場

合は、任意項目によることができるものとし、記載する項目を入札公告等において示すもの

とする。 

（１）入札参加者名、工事名及び工事場所 

（２）工事費の内訳となる各項目に対応した金額。ただし、第２項に規定する工事にあって

は、金額に加えて、各項目に対応した数量、単位、単価。 

（３）工事費の内訳となる記載を要する項目は、（表－２）のとおりとする。ただし、第２項

に規定する工事にあっては、（表－１）のとおりとする。なお、記載を要する項目に加

え、さらに項目の詳細を記載することは差し支えないものとする。 

（表－１） 

工事種別 記載を要する項目 

全ての工事に必須 材料費、労務費、法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料等の事

業主負担分）、安全衛生経費、建設業退職金共済契約に係る掛金 

建築･設備関連工事 種目別内訳、科目別内訳及び中科目別内訳まで 

その他の工事 内訳細別（新土木工事積算大系の工事工種体系における細別に準拠）まで 

（表－２） 

工事種別 記載を要する項目 

全ての工事に必須 材料費、労務費、法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料等の事

業主負担分）、安全衛生経費、建設業退職金共済契約に係る掛金 

建築･設備関連工事 種目別内訳及び科目別内訳まで 

その他の工事 内訳工種（新土木工事積算大系の工事工種体系における工種に準拠）まで 

４ 第 1項及び第２項に規定する様式について、前項の規定を満たしている場合においては、入

札参加者が作成した独自の様式を用いることを妨げない。 

 

（内訳書の提出） 

第３条 内訳書の提出については、電子入札システムにより、第１回目の入札書提出時に入札書

と併せて提出させるものとする。ただし、紙入札参加者にあっては、入札書と内訳書を同時

に提出させるものとする。なお、再度入札の場合については、市長が特に認める場合を除

き、第 1回目と同様の取扱いとする。 



 

 

 

（内訳書の確認） 

第４条 内訳書は、入札締切り前に開封してはならない。 

２ 内訳書の確認は、別表に掲げる内容について、全ての入札参加者を対象に落札候補者決定前

までにあらかじめ行う。但し、別表中３クの内容の確認にあっては、落札候補者（地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第３項に規定する契約の相手方となり得る者をい

う。）又は低入札価格調査対象の入札において失格基準価格以上でかつ調査基準価格に満たな

い入札をした者（失格基準価格を設けない入札においては調査基準価格に満たない入札をし

た者）がある場合は当該入札者全者に限って行うものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、事前審査型の入札、総合評価方式の入札及び松戸市議会の議決に

付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年４月１日松戸市条例第８

号）第２条に規定する工事の入札にあっては、別表に掲げる内容の全てについて入札参加者

全員を対象に落札決定前までに確認するものとする。 

４ 内訳書の確認は、入札担当課が第３号様式により行う。但し、内訳書の積算内容について疑

義が生じたときは、積算担当課（入札を実施する工事の積算内容を把握している課）に確認

を求めることができるものとする。 

 

（内訳書に不備がある入札者の取扱い） 

第５条 前条の規定により確認した結果、別表に掲げる事項に該当する場合は、内訳書に不備が

あるものとして当該入札者の入札を無効として取扱うものとする。 

 

（提出された内訳書の取扱い） 

第６条 提出された内訳書は、返却しない。 

２ 市長は、必要に応じて、提出された内訳書を公正取引委員会等へ提出することができる。 

 

附 則 

この要領は、平成３０年７月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和８年１月１日から施行し、同日以降に発注する案件から適用する。 

 

 

  



 

 

別表（第４条関係） 

確認事項 内容 備考 

１ 未提出である

と認められる

場合 

（未提出であ

ると同視でき

る 場 合 を 含

む） 

ア 内訳書の全部又は一部が提出さ

れない場合 

(1)内訳書そのものが提出されていない場合 

(2)内訳書が複数頁必要な場合等で、その全てが

提出されていない又は一部が欠落している場合 

イ 内訳書とは無関係な書類の場合 提出された書類が内訳書以外の書類等の場合 

ウ 他の工事の内訳書である場合 提出された内訳書が別工事の場合 

エ 白紙である場合 提出された内訳書が白紙の場合 

オ 内訳書に押印が欠けている場合 提出された内訳書に押印がない場合。 

ただし、電子入札システムにより提出されている

場合は除く。 

カ 内訳書が特定できない場合 複数の内訳書の提出があり、特定できない場合 

２ 記載すべき事

項が欠けてい

る場合 

ア 材料費、労務費、法定福利費（建

設工事に従事する者の健康保険

料等の事業主負担分）、安全衛生

経費、建設業退職金共済契約に

係る掛金の全部または一部の記

載がない場合 

以下の内訳項目及び各項目に対応した金額につ

いて全部または一部の記載がない場合（※１）。 

・材料費 

・労務費 

・法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険

料等の事業主負担分）（※２） 

・安全衛生経費 

・建設業退職金共済契約に係る掛金 

 

※１ 金額欄に「０円」と記載がある場合には金

額の記載があったものとみなす。 

※２ 「健康保険料等」とは、健康保険料、介護

保険料、厚生年金保険料、子ども・子育て拠出金、

雇用保険料及び労働者災害補償保険料をいう。 

イ 内訳書の重要な項目(商号又は

名称、工事名、工事場所、内訳項

目、金額等)の全部又は一部の記

載がなく、入札書と同一性が判

別できない場合 

内訳書の商号又は名称、工事名、工事場所、上記

アに記載したもの以外の内訳項目、金額等の全部

又は一部の記載がないことにより、入札書と同一

性が判別できない場合 

３ 記載すべき事

項に誤りがあ

る場合 

ア 発注者名に誤りがある場合 内訳書の発注者名が入札書と著しく異なる場合。 

ただし、軽微な誤字、脱字がある場合（同一性が

確認できる場合）は除く。 

イ 工事名、工事場所に誤りがあり、

入札書と同一性が判別できない

場合 

内訳書の工事名、工事場所が入札書と著しく異な

る場合。ただし、軽微な誤字、脱字がある場合（同

一性が確認できる場合）は除く。 

ウ 提出業者の住所、商号又は名称

等に誤りがあり、入札書と同一

内訳書の住所、商号又は名称等が入札書と著しく

異なる場合。ただし、軽微な誤字、脱字がある場



 

 

性が判別できない場合 合（同一性が確認できる場合）は除く。 

エ 内訳書に直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費

等のそれぞれの金額とその合計

額（工事価格）の記載がない場合 

直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管

理費等と同等な項目がある場合は、同様に取扱う

ものとし、それぞれの金額と合計額（工事価格）

の記載がない場合 

オ 内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費

等の合計とその合計額（工事価

格）が一致しない場合 

直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管

理費等と同等な項目がある場合は、同様に取扱う

ものとし、その合計と合計額（工事価格）が一致

しない場合 

カ 内訳書の合計額（工事価格）と入

札金額が一致しない場合 

内訳書の合計額（工事価格）と入札書又は電子入

札システム上の入札金額が異なっている場合 

キ 内訳書中に「値引き」の項目及び

マイナス計上の項目がある場合 

「値引き」、「端数処理」等、経費の根拠が不明確

となる記載がある場合（スクラップ控除等マイナ

スで計上するものは除く） 

ク 内訳書中の計算等が異なってい

る場合 

内訳書の中の計算間違いや、数量や単価等の記載

漏れ等により確認が困難である場合。 

４ その他未提出

又は不備があ

る場合 

ア 内訳書が電子データの場合で破

損等の理由により内容が確認で

きない場合 

内訳書のファイルが壊れていて確認できない場

合(理由のいかんにかかわらず、再提出を入札参

加者に求めたが、市の指定期日までに提出がない

場合を含む。) 

 

 

  



 

 

第１号様式 

 

（宛先） 

松戸市長 

松戸市教育委員会教育長 

所 在 地  

商号又は名称  

代 表 者 氏 名  

代 理 人 氏 名  印 

 

工事費内訳書 

工事名  

工事場所  

 

工事区分・工種・種別・細別

等 

単位 数量 単価 金額 摘要 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

工事価格（税抜）   

 工事価格（税抜）のうち、 

 

材料費   

労務費   

法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料等の事業主負担分）   

安全衛生経費   

建設業退職金共済契約に係る掛金   



 

 

※注意事項 

1.内訳については、原則として、配布用設計図書の各項目に数量、単位、単価及び金額を明記すること。 

 （金額が 0 円の項目がある場合には、金額欄に「0 円」と必ず記載すること） 

2.記載する各項目については次のとおりとする。 

  全ての工事に必須・・・材料費、労務費、法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料等の事業主負担 

分）、安全衛生経費、建設業退職金共済契約に係る掛金 

建築・設備関連工事・・・種目別内訳、科目別内訳及び中科目別内訳まで 

その他の工事・・・・・・内訳細別（新土木工事積算大系の工事工種体系における細別に準拠）まで 

3.行が不足する場合は、適宜、別葉とすること。 

4.必要な項目の記載があれば、本様式以外の独自様式も可とする。 

5.代理人氏名での提出は、入札委任をしている者に限る。 

6.電子入札システムでの提出する場合は、電子認証を経て送付されるので、押印されているものとみなす（押印

不要）。 



 

 

第２号様式 

 

（宛先） 

松戸市長 

松戸市教育委員会教育長 

 

所 在 地  

商号又は名称  

代 表 者 氏 名  

代 理 人 氏 名  印 

 

工事費内訳書 

工事名  

工事場所  

 

工種等 金額 摘要 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

工事価格（税抜）   

 工事価格（税抜）のうち、 

 

材料費   

労務費   

法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料等

の事業主負担分） 

  

安全衛生経費   

建設業退職金共済契約に係る掛金   

 



 

 

※注意事項 

1.内訳については、原則として、配布用設計図書の各項目に金額を明記すること。 

（金額が 0 円の項目がある場合には、金額欄に「0 円」と必ず記載すること） 

2.記載する各項目については次のとおりとする。 

全ての工事に必須・・・材料費、労務費、法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料等の事業主負担 

分）、安全衛生経費、建設業退職金共済契約に係る掛金 

建築・設備関連工事・・・種目別内訳及び科目別内訳まで 

その他の工事・・・・・・内訳工種（新土木工事積算大系の工事工種体系における工種に準拠）まで 

3.行が不足する場合は、適宜、別葉とすること。 

4.必要な項目の記載があれば、本様式以外の独自様式も可とする。 

5.代理人氏名での提出は、入札委任をしている者に限る。 

6.電子入札システムで提出する場合は、電子認証を経て送付されるので、押印されているものとみなす（押印不

要）。 

  



 

 

第３号様式 

工事費内訳書提出状況調書 

工事名  

開札日  工事担当課  

１．工事費内訳書の確認（第４条関係） 

確認事項 該当者数 該当者 

１．未提出であると認められる場合（未提出であると同視できる場合を含む） 

ア 内訳書の全部又は一部が提出されない場合   

イ 内訳書とは無関係な書類の場合   

ウ 他の工事の内訳書である場合   

エ 白紙である場合   

オ 内訳書に押印が欠けている場合（電子入札システム提出は除く）   

カ 内訳書が特定できない場合   

２．記載すべき事項が欠けている場合 

ア 材料費、労務費、法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料等の事業主負

担分）、安全衛生経費、建設業退職金共済契約に係る掛金の全部または一部の記載

がない場合 

  

イ 内訳書の重要な項目(商号又は名称、工事名、工事場所、内訳項目、金額等)の全

部又は一部の記載がなく、入札書と同一性が判別できない場合 

  

３．記載すべき事項に誤りがある場合 

ア 発注者名に誤りがある場合   

イ 工事名、工事場所に誤りがあり、入札書と同一性が判別できない場合   

ウ 提出業者の住所、商号又は名称等に誤りがあり、入札書と同一性が判別できない

場合 

  

エ 内訳書に直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等※のそれぞれの金

額とその合計額（工事価格）の記載がない場合 

  

オ 内訳書の直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等※の合計とその合

計額（工事価格）が一致しない場合 

  

カ 内訳書の合計額（工事価格）と入札金額が一致しない場合   

キ 内訳書中に「値引き」の項目及びマイナス計上の項目がある場合   

ク 内訳書中の計算等が異なっている場合   

４．その他未提出又は不備がある場合 

ア 内訳書が電子データの場合で破損等の理由により内容が確認できない場合   

※直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等と同等な項目がある場合は、同様に取扱うものとする。 

２．その他不誠実な事項 不誠実な事項等がある場合に記入すること。 

 

上記事項該当者 

（ 有 ・ 無 ） 
担当者確認欄 

 


